「在宅ビジネスマッチング支援事業（緊急雇用）」
委託業務仕様書
平成２７年１月
奈良県 産業・雇用振興部 雇用労政課

第１章　総　　則
第１条（適　　用）
　本特記仕様書は、奈良県（以下「甲」という。）が発注する在宅ビジネスマッチング支援事業（緊急雇用）委託業務（以下「本業務」という。）に適用するものである。
第２条（履行期間）
　本業務の履行期間は、契約締結日から平成２８年２月２９日までとする。
第３条（業務の発注）
　第１６条第１項の規定により提出のあった企画提案書において、最も優秀と認められる提案を行った者を特定し、当該被特定者（以下「乙」という。）と奈良県契約規則等に基づき必要な協議を行ったうえで、業務委託契約を締結し、本業務を発注する。
第４条（守秘義務）
　乙は、本業務を行うにあたり、業務上知り得た内容及び成果等を甲の許可なくして、外部に漏らしたり転用してはならない。また、委託業務終了後も同様とする。
第５条（個人情報の保護）
　乙は、本業務の事務を処理するための個人情報の取り扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

第６条（責任者の指定）
　乙は、本業務に関する責任者を定め、業務の遂行に必要な指導監督にあたらせるものとする。
第７条（実施体制）
１　本業務のため、乙は業務を円滑に遂行できる事業推進体制を整備するものとする。
２　業務は、県と十分な連携、協議を行い、実施するものとする
３  打合せ等は、奈良県雇用労政課にて、毎月１回以上行う。打合せ時の議事録については、乙が２部作成し、甲・乙互いに内容を確認及び了承したうえで、各々１部ずつ保管するものとする。
第８条（紛争等の防止）
　本業務において、紛争が起こらないよう充分留意すること。万一紛争等が発生した場合には、乙の責任において紛争等の解決に努めるとともに、速やかに甲に報告しなければならない。
第９条（損害賠償）
　本業務の実施中に生じた事故について、損害賠償の請求があった場合、乙の責任においてその一切を処理するものとする。
第10条（留意事項）
１  契約の締結及び業務の履行に関して必要な費用は、特段の定めのない限り、すべて乙の負担とする。
２  本特記仕様書に定める事項について、疑義を生じた場合又は本特記仕様書に定めのない事項につい

ては、甲及び乙が協議することにより決定するものとする。
第11条（緊急雇用創出事業としての事業実施条件等）
　本業務は緊急雇用創出事業（地域人づくり事業）として実施するものであり、その趣旨に則って事業を実施すること。事業実施条件は、次に掲げるとおりとする。
（１）事業目標

　　　　　事業の実施により、県内で雇用する失業者の人数及び事業の実施により県内での就業につなげる人数を目標として設定すること。　　　　

（２）新規雇用する労働者
　　①労働者の募集
　　新規雇用する予定の労働者の募集にあたっては、公共職業安定所への求人申込、文書による募集、直接募集等の方法によるものとし、いずれの場合においても、募集の公開を図ること。
②労働者の雇用期間
　新規雇用する労働者の雇用は平成２６年度中に開始し、雇用期間は１年以内とし、更新が出来ないものであること。

　上記にかかわらず、新規雇用する労働者が被災求職者である場合は、２回以上の更新を可能とすること。　
③失業者であることの確認
　労働者を新規雇用する際に、雇用保険受給資格者証、廃業届、履歴書、職務経歴書その他失業者であることを証明できるものを提示させ、本人が失業者であることの確認を行うものとする。
（３）人材育成・就業支援計画の策定

　　　　　新規雇用する予定の労働者に対しては、職場で実務経験を積むOJT研修や職場外で講義等の研修を受講するOff-JT研修等の方法の組み合わせによる「人材育成・就業支援計画」を策定のうえ、新規雇用する労働者に対し人材育成及び就業支援を行うこと。
（４）会計関係帳簿の整備
　　総勘定元帳及び現金出納簿等の会計関係帳簿を整備すること。
（５）労働関係帳簿の整備
　　労働者名簿、出勤簿及び賃金台帳等の労働関係帳簿を整備すること。
（６）委託料の返還
　事業の実施にあたり、前記（２）に反した場合には、委託料の一部又は全部を返還すること。
（７）その他
　　事業実施にあたっては、（１）から（６）に定めるほか、国の「緊急雇用創出事業実施要領」の定めるところにより行うものとし、必要に応じて甲と協議して、その指示を受けること。
第12条（実績報告）
乙は、本事業にかかる取組の経過や成果等を実績報告等として作成し、各年度の事業完了後、遅
滞なく各１部を提出すること。
　　実績報告書には、次の書類を添付することとする。
①事業実施報告書
②経費報告書および雇用・研修の実績
③労働者名簿
労働者名簿には次の事項を記載することとする。
(ｱ)事業で新規雇用した労働者の氏名、住所
(ｲ)事業で新規雇用した労働者の雇用期間、従事日数
(ｳ)　新規雇用した労働者が失業者であったことを確認した書類名
(ｴ)　事業で新規雇用した労働者の募集方法
(ｵ)　その他の事業従事者の氏名、住所、従事日数等
第13条（雇用期間終了後のアンケート調査等の実施）
　　 事業終了後、当該委託事業において新規雇用した労働者及び就業につなげた労働者に対するアンケート調査等を甲が実施する場合、乙はこれに協力すること。

第14条（その他留意事項）

（１）当該業務に係る経理処理について、他の経理と明確に区分した会計帳簿を備えるとともに、収入額及び支出 額を記載し、経費の使途を明らかにすること。
（２） 経理にあたっては、その支出の内容を証する書類を整備し、会計帳簿とともに、事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間、厚生労働大臣又は甲の要求があったときは、いつでも閲覧に供することができるよう保存すること。
（３） 委託料が確定した結果、概算払により交付した委託料に残額が生じたとき、又は委託事業により発生した収入があるときは、甲に対し返還すること。ただし、最終年度で、委託事業により新規雇用した労働者の１／２以上を委託期間終了後も継続して雇用する場合、委託費により発生した委託事業終了年度の収入の返還は要しない。
第15条（委託料上限額）
　金１６，９４３，０６１円（事業合計上限、消費税及び地方消費税相当額を含む。）
（内訳）平成26年度2,299,318円（上限）　　平成27年度　14,643,743円（上限）

第16条（企画提案書等の提出要領）
１  企画提案書等の提出は、別添「在宅ビジネスマッチング支援事業（緊急雇用）企画提案実施要領」のとおりとする。
２　その他、この仕様書に記載のないものまたは、不測の事態への対応については、次に掲げる者を窓口として、奈良県産業・雇用振興部雇用労政課と協議のうえ決定する。
奈良県 産業・雇用振興部 雇用労政課 労政福祉係　川内（かわうち）、庵前（あんまえ）
〒６３０－８５０１（住所記載不要）　奈良市登大路町３０番地
電　話：０７４２－２７－８８２８　　ＦＡＸ：０７４２－２７－２３１９
第２章　業 務 内 容
第17条（業務の目的）
奈良県の女性の就業率は全国最下位であり、結婚・出産を機に離職し、子育て一段落後の就業率が伸びないのが特徴であり、潜在的な労働力の活用が課題である。このため、委託事業者が、関係機関と一体となった「在宅ビジネス支援隊」として、育児や介護等の理由により在宅で就業を希望する未就職者が、在宅での働き方をイメージをつかむとともに心構えを学ぶことで自分にあった在宅ビジネスを知り、個々がもつ能力や技量を十分に発揮し、在宅での起業に結びつける様々な支援を行う。
第18条（主な業務内容）
（１）失業者を新たに２名程度雇用しOJT、Off-JTの実施によりキャリアコンサルタントとして育成、就業の支援
（２）セミナーの開催による在宅ビジネス希望者の発掘

（３）在宅ビジネス支援隊による相談窓口の設置、ホームページでの情報発信の実施
（４）在宅ビジネス希望者への就労マッチング支援により在宅ビジネス起業者を６０人育成する。
第19条（委託内容）
（1） 失業者を雇用し、キャリアコンサルタントとして育成し、就業支援を行う。　
①雇用条件
・本事業に従事するため新規に雇用した者であること。

・雇用開始時点において失業者であること。
・失業者の募集に関しては公開を図ること。　

②研修内容

・相談窓口及び仕事の紹介などのOJTとOff-JTでの研修は必ず両方実施すること。
・事業終了後の就業に結びつくよう研修内容を組み立てること。
（2） 委託事業者が、関係機関と一体となった「在宅ビジネス支援隊」としての支援

1 セミナーの開催による在宅ビジネス希望者の発掘
・在宅ビジネス起業にあたっての心構えや就業の進め方等、在宅ビジネスに必要となる基本的知識を修得できる内容とすること。
・開催回数：４回　各参加者数：３０人を目途とすること。

2 相談窓口の設置、ホームページによる情報発信　

3 就業マッチング支援
・在宅でできる仕事を提供する事業所を開拓する等、就業事業所を確保すること。
・在宅ビジネス希望者と事業所の面接会を開催する等、在宅での起業を支援すること。
（３）事業効果の検証

　　　　　委託事業終了後、平成２８年３月３１日までに、第１１条（１）に掲げる事業目標について、達成状況を調査し甲へ報告すること。
第20条（見積書の作成）

（１）見積項目

　　①人件費
②事務経費（PC等リース料、通信運搬費、旅費、印刷製本費、消耗品等）
③その他必要経費
（２）留意事項

①必要経費は「一式」とするのではなく、項目毎に記載すること。
2 事業に必要な機器・物品等は原則としてリースあるいはレンタルでの対応とすること。
（３）委託事業費に係る消費税相当額

①課税事業者である場合は、人件費の消費税が含まれていないものについてはその額を事業費として計上。通勤手当等の交通費、その他既に消費税が含まれているものについては、消費税分を減額して事業費として計上し、事業費については、税抜き価格で作成し、総事業費の計に消費税相当額を加算すること。

②免税事業者である場合は、事業費の総額に対する消費税の加算は不要。既に消費税が含まれているものについては消費税込みの金額を事業費に計上する。人件費については課税事業者と同様に事業費に計上すること。
　　　　
第21条（業務内容の変更）

業務内容は、採択された企画提案の内容を基本とするが、甲の指示のもと変更･修正を求める場合がある。
以　　上　　
別　記
個人情報取扱特記事項
　（基本的事項）
第１　乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないように、個人情報を適正に取り扱わなければならない。
　（秘密の保持）                                      
第２　乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。
　（収集の制限）
第３　乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、当該事務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。
　（目的外利用・提供の禁止）                                                        
第４　乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。
　（漏えい、滅失及びき損の防止）                                      
第５　乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
　（従事者の監督）
第６  乙は、この契約による事務を処理するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られるように、従事者に対して必要かつ適切な監督を行わなければならない。
２　乙は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退職後においても当該契約による事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと、個人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用される可能性があることその他個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。
　（複写又は複製の禁止）
第７　乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された資料等を甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。
　（再委託の禁止）
第８　乙は、甲が承諾した場合を除き、この契約による事務については自ら行い、第三者にその取扱いを委託してはならない。
　（資料等の返還等）
第９　乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の完了後、直ちに、甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該指示に従うものとする。
　（取扱状況についての指示等）
第10　甲は、必要があると認めるときは、随時、個人情報の取扱状況について、乙に対して、必要な指示を行い、若しくは報告若しくは資料の提出を求め、又は調査をすることができる。この場合において、乙は、拒んではならない。
　（事故発生時における報告）
第11　乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知ったときは、速やかに、甲に報告し、甲の指示に従うものとする。
　（損害賠償等）
第12　乙は、その責めに帰すべき事由により、この契約による事務の処理に関し、甲又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先の責めに帰すべき事由により、甲又は第三者に損害を与えたときも、また同様とする。
２　甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に反していると認めるときは、契約の解除又は損害賠償の請求をすることができるものとする。
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